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I 本稿の課題
最近の集団・車坦織論のテキストの中に，「組織と環境」の章が設けられ
ていることに示されるように：口組織一環境関係論は糊論において重要
在地位を占めるに至っている。しかしながら，組織に直接的な関連をも
っ「課業環境」（taskenvironment）に話を限定しても，その理論化に対
する合意が成立しているとはいいがたい。それは，主として， 2つの組
織モデル，すなわち「合理的モデル」（rationalmodel）と「自成体系モ
テワレ」（naturalsystem model）の対立に起因していると思われる；則前
者は，いわゆる「コンティンジェンシ一理論Jに代表されるもので，手且
織を目標達成の合理的手段とみなし，組織内の人間行動を整序するため
に設計された組織繕造を環境に適合させることによって，組織は環境に
受動的に対応すると考えるものである。この環境との適合関係は，環境
の不確実性縮減という情報論的視角から説明されることが多い：3これに
対して，後者は，組織をその存続に利害をもっ参加者の連合体として把
握し，最邸龍が戦略を用いて環境関係を改変することによって，能動的に
環境に適応していく側面を強調するものである。この場合，環境関係は，
権力関係を創出する資源交換に着目して理論化される：】
このよラに，両モデルは非常に対称的であるが，共に一面的であるこ
とを免れていない。というのは，現実の車邸置は「合理性」と「自成体系
性」を多かれ少かれ有していると考えられるからである。このことは，
既存の車勤扱理論においても，充分ではないにせよ認識されていた。たと
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えば，バーナードを始祖とする「近代組織理論Jの系譜においては，両
側面を視野におさめた理論構築が試みられている；ωさらに，塩原勉は，
組織の合理性と自成体系性は，調和的に並存するものではなく，矛盾を
はらんだ関係にあり，両者を媒介するものとして組織構造が成立すると
して，「矛盾媒介モテワレ」を提示している；ηこの塩原の構想を押し進める
ならば，単に構造だけではなく，目標及び戦略をも含めた制度としての
組織が合理性と自成体系性の媒作物であると考えることができょう。こ
うした組織像を概念化したのが，次章で述べる「重層システムモテワレ」
(multi-strata system model）にほかならない；剖
本稿では，この重層システムモデルの観点から，環境の「競争度」（com-
petitiveness），「不確実性J(uncertainty）という二次元の組み合わせに
基づく環境類型を設定し，類型ごとの組織の環境適応様式，つまり組織
と環境との連関の差異を検討する。そして，その検討を通ビて，競争度，
特にその下位次元である「競争者数」の違いが，合理的モデルと自成体
系モデルにおいて各々強調された環境への「構造的適応」と「戦略的適
応」の分岐をもたらす主要因であることを示したい。これは，言い換え
るならば、合理的モデルと自成体系モデルが，それぞれ競争度の異なっ
た環境に適合する一面的なモデルにすぎないことを意味しているのであ
る。
I 組織の重層システムモデル削
組織の重層システムモデルは，図 1に示したように，経済システム，
政治システム，憲法形成システムの3つの行為システムと，経済システ
ムと政治システムを媒介する組織プログラム（目標，戦略，構造），及び
政治システムと憲法形成システムを媒介する組織憲法の2つの制度シス
テ£.＂－／；－；－；：；構成されている。ここで，行為システムとは，主体の行為連関
のシステムであり，制度システムとは，下位の行為システムに対する制
御機能を有するシンボJレ情報のシステムを意味する。本稿での議論の焦
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点は， t滋哉の合理性を反映した経済システム，自成体系性を反映した政
治システム，そして両者を媒介する組織プログラムにあるので，ここで
は，糊憲法，憲法形成システムについての説明は省略し，＂＇第町章にお
いて憲法の問題に若干触れることにしたい。
憲法形成システム
社会同
正当性の
確保
上位；，；；；＜.テムから下位
;, ；；＜.テムヘ向かう矢印は
制御関係を表わし、逆向
きの矢印は、問題開示主
体の創出を表わす。
政治システム
歩々
図－ 1 組織の重層.；，；；；＜.テムモデル
（拙稿8頁より修正して引用）
仁コ行為Yステム。制ーム
。基本要件
組織プログラム
目標←戦略ー構造
経済Vステム〔最本む）
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1, 苦手？斉システム
経済システムは，中邸哉目標の達成に方向づけられた行為連関のシステ
ムであり，合理的モデルにほぼ対応する。このシステムを，塩原勉，吉
田民人にならってケ情報処理によって制御された資源処理システムとし
て，すなわち一定の資源ないしはサービスの産出を目標とし，それを達
成するために様々な情報処理を行なうシステムとして概念化しよう。こ
れは， t脳識における情報処理を強調する立場と，環境との資源交換を強
調する立場とを接合することにほかならない。
経済システムにおける情報処理の中核をなすのは，意思決定である。
限られた合理性しかもたない個人の意思決定は常に不確実性を伴うもの
であり，その不確実性を減少させ，より目標適合的な決定を行ないうる
ように導くのが，最邸龍プログラム，特に構造の機能である。けれども，
不確実性は，それが意思決定を混乱させ，目標達成を妨げる場合にのみ
問題になるにすぎない。言い換えるならば，資源が豊銭にあり，その入
手・処分が容易であるならば，必ずしも不確実性に対処する必要はない
ということであるf不確実性対処は，あくまでも目標達成の手段，つま
り資源処理を有効に行なうための方策なのである。
在お，経済システムにおける活動の担い手を，五哩織成員と呼ぷ。それ
は，組織の提供する誘因と引き換えに，一定期間最邸哉プログラムの制御
下で行為すること，すなわち自己の情報・資源処理能力を使用すること
に同意した個人または集団である。特に，構造に規定された権限関係の
受容が，成員と非成員とを区別する重要な要因である~＂
Z，政治システム
政治システムは，組織プログラムの決定をめぐって，各主体が自己の
要求をプログラムに反映させるために交渉し合う行為システムであり，
自成体系モデルにほぼ対応する。その構成主体は，組織との聞に継続的
な資源交換関係にある組織関係者である；3組織関係者には，当該組織の
成員の他に，組織の権限関係に従う必要のない外部関係者も含まれる。
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また，組織関係者は，幸政哉憲法の規定によって，プログラム改定の権利
を付与された決定主体と，そうではない要求主体とに分けることもでき
る。要求主体は，プログラム改定の直接的権利はないにせよ，自己の権
力を行使して決定主体に圧力をかけ，その要求をプログラムに反映させ
うるのであり，政治システムにおいて決定主体と同様に重要な役割を果
たすといえようf
政治システムにおいて，プログラム決定をめぐる合意形成を左右する
要因としては，政策（プログラム改定案），政治的技術，権力の3つがあ
げられるがJη最も重要なのは権力であろうo権力は，形式的には，憲法に
おける「所有権」（ownership）闘の規定に基づく。しかし，実質的には，
"' 情報・資源処理能力をも含む各主体の保有資源の状況に由来する。各主
体が保有する資源の経済システムにおける目標達成にとってのh緊要性J
(essentiality）が高いほど，また他主体からの「獲得可能性」（availability)
が低いほど，当該主体は権力を有することになるf従って，環境変動等
によってこの2要因か変化した場合，主体聞の権力均衡がくずれ，プロ
グラム改定をめぐるコンフリクトが生起する可能性があるfこのように，
政治システムが，手邸哉プログラムを通ビて経済システムを一方的に制御
するだけではなく，逆に経済システムの資源処理状況が政治システムを
規定する側面も存在するのである。
3，組織プログラム
前述したように，政治システムにおいて決定され，経済システムを制
御する機能を果たすのが，組織プログラムである。とはいえ，政治シス
テムにおいてまったく任意のプログラムが決定されるわけではない。経
済システムにおける遂行の可能性を無視しえないであろう。そこで，組
織プログラムは，政治システムの合意可能性と経済システムの遂行可能
性との両立の上に成り立っているといえよう。この車il.i哉プログラムは，
目標，戦略，構造の3要素から構成されている。ここでは，環境不確実
性に対する適応という観点から，戦略，構造についてのみ論じることに
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したい。なお，戦略による不確実性対処とは，環境のヰ司在実性要因を限
定するか，あるいは制御して，不確実性を減少させるものであり，構造
による対処とは，不確実性要因に関する情報を収集し，その動向に合わ
せて，予めそれに対応するために用意された行動代替案の中から適合的
なものを選んで対応するものであるf
(1）戦略
戦略は，組織の目標達成に必要な諸活動の時間的連結様式と，その活
動に関連する環境の範囲及びその連関様式の規定と定義されるf環境関
係の側面にのみ焦点、をあてるならば，戦略は環境選択戦略と環境操作戦
略に分けることができるf前者は，組織の関与する環境の範囲を変化さ
せるものであり，後者は，環境との関係様式を変化させるものである。
環境選択戦略としては，例えば「j舌動領域」（domain）闘の拡大・縮少があ
げられるが，不確実性対処という面からいえば，環境の同質的部分への
分節化ないしは縮少という環境限定戦略のみが考えられるにすぎない。
従って，環境の不確実性を減少させる主要な戦略は，環境操作である。
この環境操作は，不確実性対処の観点からするならば，全吸収戦略と
半吸収戦略とに分割lされるf全吸収戦略とは，他の組織を自己の経済シ
ステムに統合するものであり，水平的・垂直的統合がその例である。
半吸収戦略は，手ー龍相互の自律性を完全には放棄することなく，他組織
を政治システムに取り込むものであり，さらに「協定」（agreement),
「包摂」（cooptation），「協働」（cooperation）の3つに分けられるf
第lの協定とは，他ま邸哉と両者の将来の行為について約束を結ぶこと
である。これには，資源・サービスの継続的交換の契約，カルテル等が
含まれる。第2の包摂とは，セルズニyクによって概念化されたものでケ
政治システムの決定主体として他組織の成員を取り込むものである。た
とえば，銀行から企業への役員派遣がこれに相当する。第3の協働とは，
たとえば合弁事業のように，個別的には実現不能である目標を達成する
ために， 2つ以上の他組織と共同事業を行なうことである。これらの戦
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略はいずれも，他：＊.！！織と完全には一体化すること主〈，政治システムへ
の吸収によって安定した資源処理を可能にし，他組織の行動の予測不可
能性に由来する不確実性を減少させようとする試みだといえよう。
なお，全吸収戦略と半吸収戦略は，共に，競争者を取り込む水平的吸
収と，取引相手を取り込む垂直的吸収とに区分することができる。
(2）構造
組織が環境の不確実性に対処するもう 1つの手段としての構造は，具
体的にいえば，経済システムにおける役割配置の規定，及びその役割を
遂行するために必要な人員・資源の配分規定から成り立っている？この
構造の持性を記述するために，係々な次元設定の試みがなされているが，
本稿では，ホールの「複雑性」（complexity），「公式性」（formalization),
r集権性」（centralization）の3次元を採用することにしよう？まず複雑
性とは，長邸哉における分業の高度化を示す次元であり，専門化とも呼ば
れる。公式性とは，成員の活動が成文化・パターン化されている度合を
指し，標準化とも呼ばれる。最後に集権性とは，意思決定の権限が上位
の職位に集中化されている程度を示す次元である。
これらの次元は，相互に複雑な連関を示すと考えられるが，パーンズ
とストーカーにならってf複雑・非公式的・分権的構造を「有機的構造J,
逆に，単純・公式的・集縫的構造を「機械的構造」と呼ぶこともできょ
う。コンティンジェンシ一理論では，一般に，環境の不確実性が低い場
合には，あまり専門分化せず，標準的な規則に基づき，集権的な決定を
行なう機械的構造の方地主情報処理のコストが低くより有効であるのに
対して，不確実性が高い場合には，専門分化され，決定があまり標準化
されず，分権的な有機的構造の方が，事態に即応した情報処理ができ有
効性が高いとされているプ
田 組織の環境適応様式と環境条件
さて，前述したように，合理的モデルは組織の情報処理に，自成体系
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モデルは資源処理に，それぞれ力点を置いたモデル構成を行なっている。
これに対応して，前者は，環境の情報論的側面に着目し，特にその「不
" 確実性J (uncertainty）の次元を重視している。後者においては，必ず
しも統一的な次元設定はなされていないが，ここでは資源の入手・処分
可能性を左右するものとして「競争度」 icompetitiveness）酬の次元を採
用することにしたい。以下，まずこの競争度と不確実性の次元について
説明を加える。次に，この2次元及びその下位次元の組み合わせに基づ
く環境類型を設定し，各類型における組織の環境適応様式について論む
ることにしよう。なお，最邸能は通常複数の環境要素と複数の資源を交換し
ているが，本稿では単一の資源環境に限定して話を進めることにした。
l，環境の競争度と不確実性
（！）競争度
競争度は，環境における資源の入手ないしは処分をめぐる競争の激し
さを示すものである。この競争度は，競争者の数と資源の集中度によって
規定される。競争者が多いほど，また資源が分散しているほど，競争度
は高いのである。さらに競争度の低下は，組織の環境操作能力，つまり
組織の環境要素に対する権力を派生させるが，そのメカニズムは次の通
りである。まず，組織の競争者が少辛いほど，取引相手の側において，
当該組織の提供する資源の他からの獲得可能性は低くなる。また，取引
相手側の資源が分散しているほど，当該組織における資源の他からの衝
！得可能性は高くなる。従って，政治システムについて論じたときに明ら
かにしたように，他からの資源の獲得可能性が高い側，つまりこの場合
では当該組織の側が，取引相手に対して権力を有することになるのであ
る。こうして権力を保有した組織は、それを行使して，自らに有利者関
係を取り結ぶことが可能になる。組織の自律性とは，この環境に対する
権力にほかならないナ
(2) 不確実性
環境の不確実性とは，環境において実現化される以上の可能性が存在
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することであり，このことは，組織の活動が期待遇りの結果を生み出さ
ない場合があることを意味するfすなわち，出哉が何らかの方法で不確
実性を減少させない限り，目標の達成されない可能性が常に存在すると
いうわけである。この不確実性は，「異質性J(heterogeneity）と「不安定
性」（instability）の2次元から構成される。前者は，組織が考慮すべき
異なった環境要素の数とその要素聞の差異の程度であり，後者は，組織
が考慮すべき環境要素の変動性とその変動の不規則性の程度である？こ
のうち，異質性の次元は競争度から独立しているのに対L，不安定性の
次元は競争度と関連をもっ。競争者が$（資源が分散している場合は，
他者の行動が環境を変容させ，組織に影響を及ぼす可能性は少ない。し
かし，競争者が少ないとき，あるいは資源が集中しているときには，他
者が相対的に自律性をもつがゆえに，環境を操作する可能性が高く，ま
たそれによる影響も大きいので，環境の不安定性は高いといえよう？要
するに，環境の競争度が低い場合は，環境の不確実性が僧幅されるとい
うわけである。
2，環境類型と組織の環境適応
ここで，競争度の下位次元である競争者の数と資源の集中度、また不
確実性の下位次元である不安定性と異質性を組み合わせると， 16の環境
類型ができることになる。（表ー1参照） しかし，先ほど述べたように，
競争者の数が少ない場合，または資源が集中している場合には，環境の
不安定性は高い。従って，実際に考えられる類型は10である。以下，こ
の10類型における組織の環境適応様式について述べていくことにしよう。
(1）競争・分散環境（①，②，③，＠）
この環境下の組織は，いずれも環境操作能力をほとんどもたず，環境
に受動的に対応せ吉るをえない。その対応ヰ長式は，異質性，不安定住の
違いによってかなり異なる。
①同質的で安定している環境下では，不確実性はほとんど問題になら
ず，比較的ルーチン化された対応カ苛在実でかつ情報処理のコストが低
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表－ 1 組織の環境類型と適応様式
競 争 度
号競争者多争） 寡（競争者少占） 
分散｜集 中 分 散｜集 中
／ ノrI 
安同 ①機械的
不｜質 構造
確 ｜ 申ιI 異質 ②環戦査ま亘略境機限的又構定は
実｜不｜同 ③有機的 ⑤ ⑦ ③ 
質 構造 水平的 垂直的
安 有機的 吸収戦略 吸収戦略
性 ｜ 共由 ④有環機戦境的＋略構限定 ⑥ 
③ ＋ ⑩ ＋ 
定 質
構造 有機的 機械的
造 構造 構造
いので，組織の有効性を高める。そこで，機械的構造が選択される。
②安定しているが異質的である環境では， 2つの可能性が考えられる。
1つは，環境限定戦略によって，組織が関与する環境を同質的な部分
に限定し，それに適応する方法である。もう 1つは，構造の有機化に
よる適応であり，とりわけ構造の複雑化，つまり同質的環境部分に対
処する部門への専門分化が行なわれる。
③同質的だが不安定な環境に対しては，環境限定戦略は有効ではない。
専ら有機的構造による適応がなされる。ただし，②の場合とは異なり，
対環境部門における環境変化に対する即時的対応が問題になるので，
非公式化，分権化がより重視される。
＠異質的かっ不安定な環境では，②と同様に，環境限定戦略による対
応と有機的構造による対応が共に考えられる。しかし，車邸哉の情報処
理の負荷はかなり過大なので，環境限定戦略が行使される可能性は②
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より高いといえよう。ただし，環境限定戦略は，異質性対処にのみ有
効なので，不安定性に対処するために，やはり構造の分権化，非公式
化が必要となる。
このように，①～④の環境適応様式はかなり異なる。特に，①と③の
対比において，コンテインジェンシ一理論において主張される機械的構
造と有機的構造の違いが，明瞭に浮かひe上がると思われる。すなわち，
不安定住の差異が，この両構造の分化に晶、いて主要な役害1Ja:果たしてい
ると考えられるのであるf
(2）競争・集中環境
この環境条件では，組織が資源交換を望む相手側において資源が集中
しているために，その資源保有者の行動変化による影響が大きく，環境
の不安定性は増大している。これに対し，競争者は多数存在するので，
当該組織の側にはほとんど環境操作能力はない。それゆえ，一般に組織
は有機的構造による対応を行なう。その場合，同質的である⑤に比して，
異質的である⑤の方がより複雑な構造をとるであろう。また，資源の集
中ゆえに，資源交換の安定化をめざした垂直的吸収戦略への指向は強い。
だが，相手側では，当該組織とその競争者の中から取引先を選択する自
由を有しており，不安定な環境では，固定的な関係を取り結ぷより，そ
の選択の自由を維持した方が，取引コスト的に有利なことが多い。従っ
て，相手側が他から獲得しにくい誘因を組織が提供Lない限り，垂直的
吸収戦略が可能になることはないと思われる。
(3）寡占・分散環境
この環境条件では，（2）と逆に，組織の側が選択の自由をもち，取引相
手側はほとんど環境操作能力をもたない。そこで，取引相手側に由来す
る不確実性が存在していても，環境操作能力をもっ競争者に由来する不
確実性の影響の方が大きい。従って，組織は，競争者との聞に安定した
関係を結ぶことによって，つまり水平的吸収戦略によって，その不確実
性を減少させようとする。この場合，同質的である⑦の方が，戦略行使
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のための情報コストが低いので，実質的である③よりも戦略実現の可能
性が高いであろうrまた。水平自楓収によって競争者間の不確実性は縮
減しえでも，取引相手恨tlを源泉とする不確実性は残存する。さらに，全
ての競争者を糾合しえない限り，競争者に由来する不確実性も残ること
になる。そこで，車邸龍は構造を有機化せざるをえない。その場合，異質
的である③の方が，⑦に比して複雑な構造になることは，（2）の場合と同
様である。
(4）寡占・集中環境
この環境下では，競争者も取引相手側も共に相対的自律性をもつがゆ
えに，両者とも高い不確実性の源泉と辛る。よって，垂直的吸収，水平
的吸収双方の可能性が存在する。しかし，水平的吸収戦略は，競争者間
の不確実性は減少させても，取引相手側に由来する不確実性は縮減しえ
ない。これに対して，垂直的吸収戦略は，継続的資源交換を可能にする
ことによって，競争者による不確実性の影響をも軽減することができる。
それゆえ，水平的吸収より垂直的吸収が選択される可能性が大きい。垂
直的吸収が実現した場合，競争者に由来する不確実性も減少するので，
車邸龍は（3）に比べてより機械的な構造をとることになる。
さて，（3),(4）といった寡占環境において，組織は不確実性吸収戦略を
行使することになるが，その成否及び内容（全吸収か半吸収か）を左右
するのが組織聞の交渉であり，この交渉を規定する重要な要因が資源上
の優位性に基づく権力である。しかしながら，組織が他組織に対して圧
倒的な資源的優位にあったとしても，全吸収，つまり経済システムへの
統合を行なうとは限らない。経済システムに取り込むことによって生ず
る調整のコストが過大であれば，半吸収によって資源調達をはかった方
かち有利だからで、ある「逆に，半吸収の場合は，新参加者が経済システム
の一部とはならず，より有利な交換相手が出現すれば政治システムから
退出する可能性をはらんでおり、いわば不安定性を政治システムに内部
化したにすぎないといえようfこのように，全吸収と半吸収には各々一
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長一短があり，組織は他組織との権力関係に規定されつつ，自己に有利
な関係を取り結ぶように交渉し合うのである。 ＂:to・，吸収戦略が不調に
終わった場合，最邸龍は構造の有機化によって不確実性に対処せざるをえ
ない。しかし，その場合，不確実性処理の誤りが組織の有効性に及ぼす
影響が大きいため，組織は非常に不安定な状態に置かれることになろう。
以上述べてきた①～⑪の各環境類型における適応様式を整理するなら
ば，表－ 1のようになる。これを見れば明らかなように，合理的モデル
が強調した構造的適応は競争者の多い競争環境に，自成体系モデルが強
調した戦略的適応は競争者の少ない寡占環境にそれぞれ整合的である。
すなわち，このことは，合理的モデルと自成体系モデルは共に異なった
環境にのみ適合する限定的モデルにすぎず，その適合性を規定するのが
環境の競争度，とりわけその下位次元である競争者数であることを意味
しているfさらにいえば，これは，競争度次元を導入した重層システム
モデルが，両モデルより現実妥当性が高いことを示しているといえよう。
また，本章では，このことを明らかにしただけではなく，競争度と不
確実性の組み合わせに基づく環境類型を設定することによって，環境条
件と組織の環境直応様式との連関をより精綴化・明穣化した。しかし，
表ー1に示したのは，あくまでも各環境類型に最も整合的な適応様式に
すぎないのであり，政治システムにおいてこの整合的な適応様式が選択
されるとは限らない。たとえば，既存の関係者が自己の既得権益を守る
ために，政治システムに新入者を導入する吸収戦略に反対することは充
分にありうるからである。それゆえ，環境車応様式，言い換えれば，戦
略，構造の解明には，経済システムにおける環境整合性の分析とともに，
政治システムにおける合意可能性の分析がなされ辛ければ告らない。こ
のこともまた，組織環境関係の理論化においては，経済システムと政
治システムを統合した重層システムモデル的な視角が有効であることを
示唆しているのである。
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N 残された課題
組織一環境関係に関する議論は隆盛をきわめているが，いまだ体系化
されず，混迷を深めている。本稿では，その混乱の一因を組織の合理的
モデルと自成体系モデルの対立に求め，両者を統合した組織の重層シス
テムモデルの観点から，環境類型を設定し，環境条件と樹龍の環境直応
様式の連関を明示することを試みた。 Lかし，これは，組織の重層シス
テムモデルに基づく車邸龍一環境関係論の第一歩にすぎない。残された課
題は多いが，ここではそのうちの2つについて若干触れておくことにし
よう。
まず，第1の課題は，議論を単一の資源環境に限定して進めたことに
関わっている。現実の組織は複数の資源の交換を複数の環境要素と営ん
で、おり，本稿での議論は，複合組織の中で単一資源の交換を担っている
単位組織のレベルにおいて妥当性を有する。そこで，複合組織レベルに
おける理論化が，今後の課題となるのである。
次に，第Zの課題は，本論では言及しえなかった組織憲法に関わって
いる。組織憲法は，組織理念と所有権の規定から成り立っており，直接
的には政治システムを制御しつつ，組織の活動全体を拘束するfそれゆ
え，この憲法の違いは，組織の環境直応様式の差異をもたらすと考えら
れる。たとえば，私的一公的という所有権の類型を設定するならば，私
的組織は，有効性の低下が組織の存廃の問題に直接結びつくのに対し，
公的組織は，必ずしも結びつくとは限らないので，有効性に制御されな
い任意の戦略・構造選択の可能性が高いといえよう。こうした憲法の相
違に基づく組織の類型化による組織一環境関係論の精鍛化もまた，今後
の大きな課題となるのである。
このように，いまだ未解決の問題が残されてはいる。しかしながら，
組織の重層システムモデルの観点から，合理的モデルと自成体系モデル
の対立に由来する組織環境関係論の混迷を止揚するという本稿の課題
は，今までの議論によって充分に果たされたと思われる。
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It has been recognized that the organ包ationenvironment relation-
ship has played an important role in the field of orga凶zationtheory_ But 
there are opposing opinions on也econcept of environment and the rela-
tionship between orgaruzation and envrronment. Behind these opi凶ons,
there is a theoretical conflict between the rational model and the natural 
system model of orgamzat10ns The rational model as田mesthat org出ti-
zations are rationally designed for the achievement of organizational 
goals. The natural system model views orgamzations as coalitions of 
participants shar叫 onlya common mterest in the sumval of the orgam-
zation. 
Actually, I think that org出世zationshave both aspects. It is世tere-
fore neces阻ryto integrate these two models. I propo田 themulti-strata 
system model which is composed of the action systems (construction-
building system, political system and econontic system), mediated by 
two institutional systems (organizational constitution and org阻 iza-
tional program). Organizational rationality is distinctly reflected in 
the econontic system, while the character of org：皿包ationsas a natural 
system IS reflected in the political system. 
From this viewpoint, I present two environmental factors, compe-
titiveness and uncertainty, which involve respectively two lower dirnen-
sions Then, through the combination of也ese,ten environmental 
types町eidentified, and each type differentiates the adequate mode 
to adapt to the environment. 
